
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

（決算） （当初）

地域生活定着促進事業 委託

関係機関と連携し、高齢又は障がいにより自立困難な

出所者等の帰住先のコーディネートとフォローアップ等

を実施

18,750 18,750 18,750

　高齢又は障がいにより自立困難な刑務所等矯正施設出所者の社会復帰を支援し、出所後も地域で安定した生活が送れるよう、適切

な支援を行う。

H28

（当初）

（単位：千円）　

H27

　高齢又は障がいにより自立困難な刑務所等矯正施設出所者の社会復帰を支援することで再犯防止を図り、犯罪のない社会を実現す

る。

○受入先がない高齢者又は障がいを抱え自立が困難な者は約1,000人/年（平成18年法務省特別調査）

○65歳以上の満期釈放者の5年以内刑務所再入所率は約70％、65歳以上の高齢再犯者のうち約4分の3が2年以内に再犯に及んでい

る。（平成19年度版犯罪白書）

県民との協働による実施：

事業番号 05 04 10 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 地域生活定着促進事業地域生活定着促進事業地域生活定着促進事業地域生活定着促進事業
担

当

課

部局 健康福祉部

課・室 地域福祉課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

３　福祉を支えるサービス体制の充実 実施期間 H22 ～

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（その他）

【左記の説明、根拠法令等】

　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱、地域生活定着促進事業実施要領によ

り、都道府県での実施が定められているため。

実施は困難

目指す姿

現状

（予算編成

時）

前年度繰越

18,750 18,750

成果目標・

事業内容

項目 実施方法 H27事業実績

28年度 成果目標の達成状況

18,750 18,750 18,750合計

13件 未達成

H27

-

合計（A) 25,000 25,000 18,750 18,750

補正予算

28件 25件 33件 達成

コーディネート

業務件数

H28

目標

2件 2件 7件 達成

18,750

20件

25,000

26,652 26,652 20,405 20,405

当初予算 目標

項目

H26末

（実績）

相談支援業務

件数
0 0 0

目標に対

する成果

の状況

　コーディネート業務及び相談支援業務において、目標を達成し、出所者の社会復帰支援に一定以上の役割を果たした。

　本人に寄り添ったコーディネート業務をおこなったことで、安定した地域での生活を送ることができているためフォローアップ業務を必要と

する出所者が減少した。

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度 27年度27年度27年度27年度

成果 達成状況25,000

-

-

Aの

財源

予

算

額

25,000 25,000 18,750

0

フォローアップ

業務件数

25,000 25,000

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

概　算

人件費

0.20 0.20 0.20 0.20

1,652 1,652 1,655 1,655

18,750

20件

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　国庫補助の減額に伴い、事業効果について検証を行い、引き続き、関係機関等との連携を密に図りながら、高齢あるいは障がいによる

自立困難な刑務所等出所者の社会復帰の支援を行っていく。

 平成28年度より更生保護事業に一本化し、「更生保護支援事業」として引き続き事業を実施する。

 概算事業費（B（A）+C）


